
介職職員等処遇改善加算算定に係る「見える化要件」について 

 

令和 6（2024）年 6 月の介護報酬改定により、それまでの 3 つの加算が一本化され「介護職員

等処遇改善加算」が創設されました。さらに、令和 8（2026）年度の介護報酬改定においては、

他職種と遜色のない処遇改善を目指し、対象職種の拡大（介護従事者への幅広な支援）や、生産

性向上・協働化に取り組む事業所への上乗せ措置が新たに講じられています。 

当法人においても、当該加算を算定するにあたり定められた要件を満たすとともに、令和 8 年

度についても引き続き、以下の通り職場環境の改善および処遇改善に向けた取組を行っておりま

す。 

 

・介護職員等処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組みを行っていること。 

・職場環境等改善に係る取組について、「見える化」を行っていること。 

以上の要件に基づき職場環境等改善に係る当法人の取り組みについて下記の通り 

公表いたします。 

 

処遇改善加算取得状況について 

各事業所の介護職員等処遇課税委加算の所得状況は以下の通りです。 

○介護保険法 

・聖風苑デイサービスセンター         処遇改善加算Ⅱロ 

・川崎市恵楽園デイサービスセンター      処遇改善加算Ⅱロ 

・川崎市恵楽園居宅介護セインセンター     処遇改善加算 

・地域サービスセンターことぶき（訪問介護）  処遇改善加算Ⅱロ 

・地域サービスセンターことぶき（居宅介護）  処遇改善加算 

○障害者総合福祉法 

・かわさき地域生活支援拠点たじま 生活介護  処遇改善加算Ⅰイ 

・かわさき地域生活支援拠点たじま 短期入所  処遇改善加算Ⅰイ 

・アトリエ聖風                処遇改善加算Ⅰイ 

・桜の風もみの木      宿泊型自立訓練  処遇改善加算Ⅰイ 

・桜の風もみの木         自立訓練  処遇改善加算Ⅰイ 

・桜の風もみの木         短期入所  処遇改善加算Ⅰイ 

・社会復帰訓練所       就労移行支援  処遇改善加算Ⅰイ 

・社会復帰訓練所     就労継続支援 B 型  処遇改善加算Ⅰイ 

       ・社会復帰訓練所       就労定着支援  処遇改善加算Ⅰイ 

       ・地域サービスセンターことぶき  居宅介護  処遇改善加算Ⅱイ 

       ・たじま家庭支援センター  計画相談・児童相談支援 処遇改善加算 

       ・川崎市南部基幹相談支援センター 計画相談支援   処遇改善加算 

       ・もとすみ地域相談支援センター  計画相談支援   処遇改善加算  

       ・中部地域生活支援センターはるかぜ 契約相談支援  処遇改善加算         



職場要件について 

 

               <職場環境要件>             <法人としての取組> 

 

入職促進に    法人や事業所の経営理念や支援方針     事業計画書と事業報告書を作成し、 

向けた取組    人材育成方針、その実現のための施策    事業所の方針・人材育成方針を 

          仕組みなどの明確化            明記している。他ホームページ 

                               や職員採用情報に明記 

           

他産業からの転職者、主婦層、中高     資格がなければ配置できない職種を     

          年齢者等、経験者・有資格者等に      除き、年齢、経験、資格にこだわら 

          こだわらない幅広い採用の仕組みを     ずに幅広く採用を行っている。 

          構築 

 

資質の向上    働きながら介護福祉士取得を目指す    資格支援制度（祝金・職免制度）を導   

やキャリア    者に対する実務者研修受講支援や、    入し、喀痰吸引やサービス管理責任責 

アップに     より専門性の高い介護技術を取得     任者等の業務上必要な法人指定研修に 

向けた支援    しようとする者に対するユニット     積極的に受講を推進。また費用は全額 

リーダー研修、ファーストステップ    法人負担と環境を整えている。 

研修、喀痰吸引、認知症ケア、       

サービス提供責任者研修、中堅職員    ・eラーニングで過去問や研修の講習 

に対するマネジメント研修の受講支援   を受けやすい環境を整えている 

 

          上位者・担当者等によるキャリア面談   事業所長のみではなく、法人管理者 

など、キャリアアップ・働き方等に関   によるキャリアアップ面談を行い、 

する定期的な相談の機会の確保      将来自分が目指す姿に向かって、 

キャリアアップ（配置、職種転換）で 

きるように取り組んでいる 

 

 

両立支援・    職員の事情等の状況に応じた勤務シフ   育児休暇、介護休暇を必要なときに 

多様な働き    トや短時間正規職員制度の導入、     取得できるように、全職員への協力 

方の推進     職員の希望に即した非正規職員から    体制のお願い。また代替要員の補充 

正規職員への転換の制度等の整備     を行って取りやすい環境への取組み 

                    ・非正規職員からの正規職員転換制 

                              を定め、次年度の職員採用時に転換 

                              への機会を提供。 



有給休暇の取得促進のため、情報共有や   一日や半日以外にも、1時間単位の 

複数担当制等により、業務の属人化の解消  時間有給休暇制度を設置している。 

業務配分の偏りの解消を行っている 

 

 

腰痛を     短時間勤務労働者等も受診可能な健康診   ストレスチェックは全職員を対象に 

含む      断・ストレスチェックや、従業員のため   実施しており、法令上健康診断の受 

心身の     の休憩室の設置等健康管理対策の実施    診義務がない職員にも補助金を支給 

健康管理    事故                   し、積極的に生活習慣予防への取り 

組を行っている。 

 

トラブルへの対応マニュアル等の      事故マニュアルを作成及び各種報告 

作成等の体制の整備            を作成し、統一した内容にしている。           

 

生産性     厚生労働省が示している「生産性向上ガ   法人委員会の中で「職場環境・業務改 

向上（業務   イドライン」に基づき、業務改善活動の   善検討部会を立ち上げ現場の声をもと 

改善及び働   体制構築（委員会やプロジェクトチーム   い課題を洗い出し、DX 化や改善策の 

く環境改    の立ち上げ又は外部の研修会の活用等）   検討・実施を行っている。 

善）のため   を行っている。現場の課題の見える化 

の取組 

         業務手順書の作成や、記録・報告様式    業務の流れを記載した手順書をもとに 

の工夫等による情報共有や作業負担の    情報共有の円滑化と作業負担の 

軽減を行っている             軽減を図っている。 

 

介護ソフト（記録、情報共有、請求業務   各事業所スマートフォンを中心にタブ 

転記が不要なもの。）、情報端末（タブ   レット端末もしくはパソコンを設置し 

レット端末、スマートフォン端末等）の   介護ソフトを利用している。 

導入 

 

やりがい    ミーティング等による職場内コミュニケ   各事業所責任者や代表者による運営 

・働き     ーションの円滑化による個々の介護職員   会議を行い、事業所間を超えた施設 

がいの     の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容   内での情報共有を行っている。 

醸成      の改善 

 

利用者本位のケア方針など介護保険・障害  法令関係は各事業所で勉強会を実施 

福祉や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の  （e ラーニング使用）を行い、法人で 

提供                   全体では階層別に研修会を実施                   


